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◇　INDEX　◇
　
□　NEAヘッドライン　□

　◎　ロシア極東情報
　◎　中国東北情報
　◎　モンゴル情報
　◎　対岸ビジネス情報

□　ERINAインフォメーション　□
　◎　3月2日（金）にERINA賛助会セミナー
　　　「中国におけるシェアバイクの爆発的普及─その背景と日本への示唆─」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を開催します。
　◎　『ERINA北東アジア研究叢書6』を発刊しました。
　◎　英文学術誌『The Northeast Asian EconomFic Review』編集委員会では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　投稿論文を募集しています。
　◎　『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。
　◎　ERINA 賛助会員・購読会員のご案内

----------------------------------------------------------------------------
　「2018北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟」があって本号の発行が
1週間遅くなりました。今回のNICEはESCAP、ADB、GTIなどの関係国際機関が勢ぞろ
いし、海外からの聴講者も多かった一方、地方の経済交流のセッションにもたくさ
んの聴衆が集まりました。発表資料はERINAのホームページでご覧いただけます。
（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
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　━━　ロシア極東情報　━━

　◇　国の審査機関が世界初の水上原発プロジェクトを承認　◇

　ロシア国家鑑定総局が、ペベク市（チュコト自治管区）に世界初の水上原子力発
電所「アカデミック・ロモノソフ」を建設するプロジェクトを検討し、肯定的に評
価したことが、同局公式ウェブサイトで報じられている。
　水上原発は需要家への熱と電気の供給を目的とし、さらに海水の淡水化に使うこ
ともできる（1日に最大24万トンの淡水を生成）。2基の原子炉KLT-40Sを備えた浮
体式発電ユニットがこの水上原発用に指定されている。それらは基準負荷サイクル
で最大70メガワットの電力と50ギガカロリー／時の熱エネルギーを生産することが
できる。これは、人口約10万人のペベク市のライフラインを維持するには十分だ。
　また、原発の構成には堤防・ダムや、送電・送熱の生産工程の確保とその他の機
能に必要な沿岸のインフラ設備が含まれている。
　アカデミック・ロモノソフ水上原発は、現役を引退するチュコト自治管区のビリ
ビノ原発と交代することになっている。水上原発は2019年までを目処に運転を開始
する予定。（DV.land 1月9日）

　◇　沿海地方当局は北朝鮮人労働者の残留を提起　◇

　沿海地方の企業で既に就労中の北朝鮮人労働者に活動を継続するチャンスを与え
るよう、同地方当局が要請していることを、アンドレイ・タラセンコ知事代行が12
日の記者会見で述べた。
　昨年12月に国連安全保障理事会が、各国による北朝鮮人労働者の帰国を定める決
議を採択した。このプロセスは2019年末までに完了させなければならない。
　「我々にはおおまかな決定がある。我々は彼らがどこへも行かないよう、この人
数の維持を率先してモスクワに訴えた。既にあった労働力を失いたくない」とタラ
センコ知事代行は述べた。タラセンコ代行は、在ウラジオストク北朝鮮領事と会談
し、この問題について協議したという。今年はこれ以上、新しい北朝鮮人労働者を
沿海地方の企業では受け入れないと、タラセンコ代行は明言した。
　沿海地方政府からの情報によると、沿海地方では約1万人の北朝鮮人労働者が就
労している。沿海地方の企業によって、今年分の北朝鮮人労働者9000人の受入申請
が連邦機関に提出されたが、それは承認されなかった。（DV.land 1月12日）

　◇　極東開発省がロシア極東で10年の外国人就労ビザの発給を提案　◇

　ロシア極東で働く外国人専門家の数次ビジネスビザと数次就労ビザの有効期限が、
最大10年まで延長されるかもしれない。関連する連邦法案を極東開発省がまとめ、
16日に法令案ポータルで公開された。
　本法案は、連邦法「ロシア連邦から出入国」の修正を前提としている。先行経済
発展区（TOR）やウラジオストク自由港の企業で働く外国人に対する数次ビジネス
ビザの発給は、「投資プロジェクト実施期間分、ただし10年以内」となりそうだ。
外国人の数次就労ビザも10年以内の期限での発給が予定されている。目下、ロシア
極東で働く外国人が取得するビジネスビザの有効期限は5年まで、就労ビザは3年ま
でとなっている。
　さらに、本法案によって特定のグループの外国人に対するビザの発給手続きの簡
素化が予定されている。例えば、極東開発省あるいはロシア極東の開発担当機関が
領事機関かロシア連邦外交代表部へ行う要請が、数次ビジネス・就労ビザ発給の根
拠になりうる。数次ビジネス・就労ビザ発給の審査日数は、法案によれば、5日以
内になる見通しだ。（DV.land 1月16日）

　◇　NEDOがサハ共和国の風力発電に1000万ドル　◇

　新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）がおよそ1000万ドルをサハ共和国
（ヤクーチア）ブルンスキー地区での風力発電機設置（出力900キロワット）に拠
出することを、ヤクーチアのダニル・サッビノフ住宅公共事業・エネルギー大臣が
タス通信に語った。
　「NEDOが今年、（ウィンドパーク用の）設備購入費として約1000万ドルを拠出す
る。本件については、最近の日本側との協議で合意に達している。輸送費、設置費
等の残りの費用はルスギドロが負担する。工事は2021年までに終了する」と大臣は
タス通信に語った。
　ブルンスキー地区チクシ集落でのウィンドパーク建設は、2016年12月に合意され
た。ヤクーチア政府、ルスギドロ社、NEDOは提携協定書に署名し、その枠内でヤクー
チアの北極域で、極寒環境で初めてのウィンドパークが運転を開始することになる。
　ヤクーチア住宅・公共事業・エネルギー省の話では、計画されているウィンドパー
クはデモプロジェクトで、あらゆる北極圏の条件を満たすことになっている。ウィ
ンドパーク建設の本格展開はデモンストレーション期間後に検討される。同省の説
明によれば、ブルンスキー地区が含まれる北部電力区では、電力は主に分散型電源
に頼っている。同電力区には計144の発電所、18の再生可能エネルギー発電施設が
あり、それら用に毎年約7万トンの高価なディーゼル燃料が搬入されている。
　「特に再生可能エネルギー源ベースの電源の導入による大幅な燃料輸送量の縮小
は、エネルギー安全保障を確保し、ディーゼル発電コストを引き下げるための基本
方針である」と住宅・公共事業・エネルギー省では話している。
（DV.land 1月18日）

　◇　水上原発は6月に現地に到着　◇

　チュコト自治管区のロマン・コピン知事と原子力発電コンツェルン「ロスエネル
ゴアトム」のアンドレイ・ペトロフ社長が17日、会談した。コピン知事は、ペベク
市に世界初の水上原子力発電所ができることを受け、原発職員の生活環境整備のた
めの連携について協議することを提唱した。ペトロフ社長によれば、水上原子力発
電所は核燃料の搬入と係留テストのために今年6月にムルマンスクに届く。2019年6
月には水上原発は仕向け港のペベクに到着するという。
　水上原発の運転を担当する人員の総数は305人になり、そのうち80人は原発の当
直要員だ。人員数に関する情報、さらに住宅の必要性がこれから確認される。原発
の職員にサービスを提供するために、既存の住宅、医療機関、教育機関が活用され
る。
　ロシアの北限の港、チュコト自治管区のペベクでの水上原発の建設は国家プログ
ラム「原子力発電産業の振興」のロシア極東専門の章に含まれている。水上原発建
設は「ロスエネルゴアトム」が独自に負担する。発電ユニットの建設費は215億ルー
ブルで、沿岸のインフラは国家プログラムの資金（50億ルーブル）を使って整備さ
れる。（極東開発省HP、チュコト自治管区政府HP 1月18日）

　◇　ロシア極東でTORの審査が行われる　◇

　ユーリー・トルトネフ副首相兼極東連邦管区大統領全権代表が開いた会議で、
2017年のロシア極東の発展・開発活動が総括され、2018年に向けた重要課題が定め
られた。
　主な課題の一つは、先行経済発展区（TOR）における投資プロジェクトの実行だ。
極東開発省のアレクサンドル・オシポフ第一次官によれば、今日現在でTOR関連の
211件の投資プロジェクトの実施協定書（総額2.2兆ルーブル）が締結済みだ。この
協定書の履行による3万9700人の雇用創出が見込まれている。民間投資と公的投資
の比は2016年の12:1から2017年には39:1に拡大した。
　結果的に最も実績があったのは「ベロゴルスク」、「ユジナヤ・ヤクーチア」、
「カンガラッスィ」の3つのTORだった。同時に、一部の造成地には経済界の需要が
あまりなかった。特に入居者が少ないのは「パラトゥンカ」（「カムチャツカ」
TOR）、「プレドモストバヤ」（「プリアムールスカヤ」TOR）、「レゼルブナヤ」
（「ベロゴルスク」TOR）だった。
　トルトネフ副首相は、先行経済発展区の審査を行い、人気のない造成地を分析し、
それらの今後の営業に関する提言を自主的に提出するよう、極東開発省に求めた。
　2017年にはロシア極東の新規投資家が事実上、地域経済に925億ルーブルを投じ
た。この成長の半分を担ったのは先行経済発展区に入居する企業だった。
（極東開発省HP 1月23日）

　◇　極東開発省HPに中国語版が登場　◇

　ロシア連邦極東開発省の公式ウェブサイトの中国語版ができたことを、同省広報
室が発表した。
　外国人ユーザー向けに主要トピックスとニュース欄の翻訳が行われた。2017年12
月には英語版の運営が始まっている。これまでに、外国人向けの公式ポータルのダ
イジェスト版をつくる課題をアレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣が課していた。
　大臣が設定した課題を履行するため、2018年第1四半期には、日本語版と韓国語
版もできることになっている。（インターファクス1月23日）

　◇　米総領事、アラスカ州の対ロ極東交流拡大の意向を伝える　◇

　ロシア極東各地との協力を拡大・強化する意向を明確に打ち出した書簡を、マイ
ケル・キース在ウラジオストク米国総領事がチュコト自治管区のロマン・コピン知
事に送ってきた。チュコト自治管区政府広報室が28日、このことを発表した。
　それによると、キース総領事は、アメリカ政府がロシア極東とアラスカの間の関
係に新たな弾みをつけるつもりだと記していた。キース総領事は書簡の中で、最近、
アラスカ州政府、住民と懇談したことを伝えた。そこでは「外交、文化、学術、教
育、スポーツ、ビジネス、少数民族の分野でのロシア極東とアメリカの諸州の協力、
新たな関係促進の潜在的可能性が検討された」という。キース総領事は、多くの出
席者が米ロ関係の発展の再開に賛成したと明言した。
　プーチン大統領は2017年3月30日、アルハンゲリスクで開催された「北極−対話
の地」フォーラムの総会において、国境問題も含め様々な分野で続いている両国の
協力について触れた。大統領はその例として、ベーリング海峡両岸に住む米ロ国民
のビザなし渡航を挙げた。（DVland 1月28日）

　◇　韓国人投資家が沿海地方に水産加工集積の造成を計画　◇

　韓国とロシアの投資家コンソーシアムが沿海地方の水産加工集積地の建設に1億
3000万ドル余りを投資する方針だ。沿海地方のアンドレイ・タラセンコ知事代行と
韓国のKorea Trading & Industries社のソ・イルテ社長の会談で、企業設立の問題
が話し合われた。
　水産加工集積地には、水産品と肉製品の物流センター、漁港、コンテナターミナ
ル、魚のフィレとカニ肉の加工工場が含まれる。コンソーシアムのロシア側のパー
トナーはマグ・シー・インターナショナル社だ。水産加工集積地の造成地として、
ナジモフ岬が検討されている。タラセンコ知事代行は、オリガ地区のラクシカ湾を
提案した。
　水産加工分野のプロジェクトを実施するアイデアは昨年6月、ユーリー・トルト
ネフ副首相兼極東連邦管区大統領全権代表が行った韓国投資家デーの枠内で協議さ
れた。第3回東方経済フォーラムで韓国企業コンソーシアムと極東投資誘致・輸出
支援エージェンシーの間でこのプロジェクトの実行協定書が締結された経緯がある。
　このプロジェクトに参加する企業のコンソーシアムには、Korea Trading & 
Industries のほか、コリアン・シーフーズ、ブサン・オーソリティ・ポート、ウ
ニコ・ロジスティクスが含まれている。（極東開発省1月30日）

　◇　中国のデベロッパーが沿海地方のリゾートに参画か　◇

　中国港湾工程有限責任公司（China Harbour Engineering, CHEC）が（株）沿海
地方開発公社（統合リゾート（IR）「プリモーリエ」の事業主体）の投資プロジェ
クトの実施に必要なインフラ施設建設に関心を示している。沿海地方開発公社広報
室の発表によると、両社は沿海地方内でのプロジェクト実施に係る投資活動、情報
サービスと投資家のサポートでの連携に関する協定書に署名した。
　CHECのロシア駐在代表者は、中国側は一連の分野での提携に前向きだと話してい
る。「我々はロシアのプロジェクトへの投資を真剣に考えている。しかし、義務を
負う前に、我々は情報を精査し、これらプロジェクトの実施の将来性を評価しなけ
ればならないので、より多くの系統的情報が必要だ。交渉の結果や同業者の勧めか
ら、極東開発公社が沿海地方での投資活動において信頼できるパートナーになりう
ると我々は判断した」と中国側の代表者は述べている。
　IRプリモーリエはウラジオストク郊外のムラビイナヤ湾に立地。619ヘクタール
の敷地には娯楽センターとカジノのほか、21のホテル、12のゲストハウス、ヨット
クラブ、アルペンスキーコース、その他通年利用の観光娯楽施設の建設が予定され
ている。同プロジェクトは3段階で実施されることになっており、最終段階の終了
は2022年の予定だ。（インターファクス2月1日）

　━━　中国東北情報　━━
　
　◇　黒龍江省口岸のロシア産大豆輸入量50万トン突破　◇

　黒龍江省検査検疫部門によれば、2017年、黒龍江省内の口岸がロシアから輸入し
た大豆が過去最多の51.55万トンに達し、前年比33.95％の伸びとなった。
　黒龍江省は国家の対ロシア農業協力の主要な省であり、良質なロシア産非遺伝子
組換大豆の輸入を拡大することは、海外の農業園区建設への支援と口岸発展の促進
に重大な意味を持っている。黒龍江省検査検疫局は入国食糧リスク評価専門家グルー
プを設け、『入国ロシア産大豆に対するリスク分析報告』を完成し、輸入大豆の
「準入」（国内市場への導入を許可すること）問題を解決した。また、入国食糧安
全リスクと遺伝子組換への監視管理計画を科学的に策定し、抜き取り検査の割合を
引き下げて通関時間を短縮し、関係企業の時間・コストの削減に尽力した。
（黒龍江日報1月12日）

　◇　フフホト空港、2017年の旅客数は1035万人　◇

　フフホト空港が2017年の主要輸送指標を発表した。空港は9.6万便の航空輸送を
保証したほか、旅客数は1035万人、貨物・郵便取扱量は4万トンに達し、前年比そ
れぞれ18.5％、26.4％、5.8％の伸びとなり、すべての増加幅が全国の平均水準を
上回った。フフホト空港の年間旅客数は12月19日に「1000万人」を突破し、全国で
32番目の「千万人級空港」となった。
　フフホト空港に就航した航空路線は合計172本、42社の航空会社により運航され、
就航先はラサ以外のすべての省都を含む80都市をカバーしている。
（内モンゴル日報1月16日）

　◇　対ロ越境人民元業務が5年間で8.3倍　◇

　中国人民銀行ハルビンセンター支店からの情報によれば、支店ではここ数年、黒
龍江省と「一帯一路」建設との結びつきを推進するために、金融政策の支援を拡大
し、積極的に金融資源を投入している。これにより、対外金融はめざましい進展を
みせると同時に、明らかな効果が現れている。そのうち、対ロ越境人民元業務の規
模は2012年の8.6億元から2017年の71.43億元に増加し、8.3倍となった。
　2017年の黒龍江省の越境収支総額は178.1億ドル、外貨決済販売総額は152.9億ド
ルとなった。対外金融市場の活発な状況は次第に高まり、外貨資金の黒龍江省の外
国貿易への貢献度はかなり強化されている。
　外債管理政策も緩和され、企業の外債利用の希望も高まっている。黒龍江省の外
債資金利用規模は2012年の11.2億ドルから2017年の19.3億元に増加した。外債資金
は主に農副産品加工、電力生産・供給などの重要な分野に用いられ、国外の低コス
ト資金の持続的な流入を実現し、黒龍江省企業の資金調達費用を有効に引き下げて
いる。
　黒龍江省企業の国際市場への進出願望はかなり強く、単純な商品輸出から商品輸
出と資本輸出の双方を重視するように変化している。2017年末までに、すでに454
社の企業が国外に設立され、574社が国外の投資企業に出資している。
　対ロ金融協力方面では、黒龍江省の商業銀行9行の支店やロシアの商業銀行27行
の支店が口座を代理する関係を確立し、双方の銀行が共同で設置している口座は
133ある。対ロ越境電子商取引支払サービスプラットホームが設立され、決算業務
75.9億元が処理されている。さらに、ルーブルの現金が綏芬河で試験的に使用され、
その処理業務は3.5億ルーブルに達している。（黒龍江日報1月16日）

　◇　モンゴルへのトゥグルグ越境支払業務　中国で初めて実現　◇

　中国人民銀行フフホトセンター支店によれば、数日前、3000万トゥグルグの現金
が内モンゴル・エレンホト口岸から出国してモンゴル銀行に運ばれたことにより、
中国国内で初めてのモンゴルへのトゥグルグ現金越境支払業務が成功裏に実現され
た。これはエレンホト口岸でのトゥグルグ決済方式が全面的に導入されたことを意
味している。
　近年、「一帯一路」をさらに推進し「中モロ経済回廊」の建設の歩みを加速させ
ることにともない、中モ両国は貿易面で迅速な発展を遂げた。貿易決済コスト削減
と為替レートリスク回避のため、両国の取引先はトゥグルグ決済の需要を高めてき
た。内モンゴル自治区は中国人民銀行と外貨管理部門の大きな支援の下で、エレン
ホト口岸を中心にトゥグルグ決済のルートを切り開こうとしてきた。
　初の中国国内へのトゥグルグ調達業務に次いで、今回モンゴルへの支払いが実現
したことで、トゥグルグの双方向越境調達方式が正式に達成された。同時に、モン
ゴルへのトゥグルグ現金支払いの実現は、中モ両国の銀行が進めている両国通貨建
て決済をさらに便利にし、「中モロ経済回廊」の建設の促進と両国の経済・貿易協
力の強化に現実的な意義を持つ。（内モンゴル日報1月18日）

　◇　満洲里経由の出入国中欧班列、2017年は1302本　◇

　満洲里税関によると、2017年に満洲里鉄道口岸から出入国した中欧班列は合計
1302本で、前年比25.68％の伸びとなり、2年連続で1000本を超えた。
　2013年9月に「蘇満欧」（蘇州−満洲里−ヨーロッパ）班列が開通して以来、2017
年末時点で、満洲里鉄道口岸から出国する班列は31路線、入国する班列は11路線に
達した。主要貨物集荷地は全国19省・自治区・直轄市の60都市をカバーし、海外の
12カ国と繋がっている。（内モンゴル日報1月23日）

　◇　琿春−マハリノ鉄道、通常運行に一歩　◇

　先頃、韓国のバター茶やムラサキノリ、精米機、アルミホイルなどの雑貨貨物を
積んだ列車が琿春口岸から入国した。これは琿マ（琿春−マハリノ）鉄道が初めて
「琿春−ザルビノ−釜山」航路のコンテナ輸入で請け負った貨物だった。貨物金額
は44.2万ドル、貨物量は153.4トン。
　これまで「琿春−ザルビノ−釜山」航路の輸送貨物は、ロシアのザルビノ港で積
み替え、道路輸送しなければならなかった。琿マ鉄道の発展を制約する石炭と木材
輸送しかできない制度を法律面から解決したロシア連邦732号法案は、2017年12月
10日に正式に実施された。鉄道輸送により、以前の道路輸送に比べ4時間節約する
ことができる。
　長春税関の調べによれば、2017年12月16日にはすでに199.35トンの冷凍海産物や
トウチなど6種類の貨物を積んだ9個のコンテナが「琿春−ザルビノ−釜山」航路で
韓国に運ばれた。今回のコンテナ貨物は、「琿春−ザルビノ−釜山」航路が多品目
貨物の双方向輸送を実現したことを示している。琿マ鉄道は通常運行に向けて一歩
を踏み出し、吉林省の対ロ経済貿易大ルートも一歩広がった。（吉林日報1月24日）

　━━　モンゴル情報　━━

　◇　MIATが航空機の組立を完了　◇

　ツォグトバタル外務大臣、アジゾフ駐モンゴル・ロシア大使他、政府・国会関係
者がMIATモンゴル航空の技術・修理班が行っている航空機TVS-2MSの組立修理作業
を視察した。
　MIATと民間航空総局はTVS-2MS機の組み立てに共同で取り組んでおり、現在は2機
の組み立てが終わっている。この機種は農業や国内のへき地の旅客輸送に使われる
可能性がある。エンジニアの話では、TVS-2MSはモンゴルに非常に適した機種だ。
それは、民間航空運送で一般的な燃料を用い、さらに訓練を受けた労働者とエンジ
ニアが国内にいるからだ。（MONTSAME 1月11日）

　◇　韓国はモンゴル人の就労枠拡大に前向き　◇

　フレルスフ首相は16日、韓国訪問の枠内で金栄珠雇用労働部長官と朝食を共にし
た。金長官は、就労契約にしたがって来韓するモンゴル国民はよく働いているとし、
モンゴル人の就労枠の拡大に前向きな姿勢を示した。
　また、このビジネスブレクファストでは、韓国政府の無償援助を使って雇用主と
就活者のための情報システムをモンゴルに整備する可能性も話題となった。時間や
所在地に左右されずに韓国の求人情報を得ることができるこの種のシステムは既に、
カンボジアやベトナムで順調に導入されている。（MONTSAME 1月16日）

　◇　UBに北東アジアの輸出入銀行関係者が集まった　◇

　大図們江イニシアチブ（GTI）の枠内で23日、コーポレート・コンベンション・
センターで北東アジア輸出入銀行協会（EBA）作業部会第8回会合が開かれた。
　会合には中国、韓国の輸出入銀行とモンゴル開発銀行、ロシア開発対外経済銀行
（VEB）の関係者が出席した。協会の議長権ホストは2017年からモンゴル開発銀行
に移り、その責任の範囲でモンゴル開発銀行はウランバートルで作業部会の第8回
会合を組織した。
　協会は前期、ロシアのザルビノ港（沿海地方）の穀物ターミナル建設プロジェク
ト第1段階実施向けの総額1億5300万ドル相当の融資問題を処理した。2020年までに
実行されるプロジェクト第1段階は、穀物の最大300万トンの積み替えを可能にし、
第2段階は最大1000万トン、第3段階は最大2000万トンになる。
　作業部会第8回会合では、協会の協力で実施されているザルビノ港穀物ターミナ
ル建設プロジェクト第2段階向けの投資の呼込みに関する意見が交換され、連携の
レベルアップを促すプロジェクトやプログラムについて協議された。
（MONTSAME 1月24日）

　◇　モンゴルがEUのブラックリストから削除　◇

　ユーロ圏財務相会議は23日、ブリュッセルで会合を開き、財政の透明性の確保と
租税犯罪撲滅のためにしかるべき措置を講じていない国々のブラックリストから一
部の諸国を除く問題が処理された。このリストからはモンゴルとさらに7カ国（パ
ナマ、韓国、UAE、バルバドス、グレナダ、マカオ、チュニス）が削除された。
　これを受けて、モンゴル外務省はEUの規定を満たすために、我が国の租税法規の
改善・修正のための措置を2年以内に講じると政府が約束したことを発表した。
「その結果、今後EU加盟国との連携及び協力を拡大強化するための障害は、モンゴ
ルにはもうない」とモンゴル外務省のプレス資料に記されている。
（MONTSAME 1月24日）

　◇　2020年までに2つ目の衛星の打ち上げを計画　◇

　モンゴル国立大学の図書館で30日、「小型衛星で発信される情報の学術・経済・
社会分野での効率的利用」と題する会議が開かれた。この会議にはモンゴル人民共
和国英雄で宇宙飛行士のグラグチャー氏、モンゴル国科学アカデミーのレグデル総
裁、アルタンゲレル大統領顧問、そのほかモンゴル国立大学や科学アカデミー、天
文公園、非常事態局、気象環境モニタリング局の名誉研究者、鉱業・重工業省及び
自然環境・観光省の関係者が出席した。北海道大学の高橋幸弘教授をはじめとする
日本の研究者も出席した。
　会議では、人工衛星から得られた情報をベースにした科学、社会、経済分野のモ
ンゴルでの喫緊の問題処理に関する11の報告が行われた。モンゴル国立大学のトゥ
ムルバートル学長によれば、我が国は2つ目のモンゴルの人工衛星を2020年までに
打ち上げることにしている。（MONTSAME 1月30日）

　◇　就職支援センターがオープン　◇

　就職支援を目的とし、首都の総合政府サービスセンターの一つ、ドゥンジンガラ
フ総合センター内に「就職支援センター」がオープンした。この新しいセンターは、
就職、職業相談等、17種類のサービスを提供している。
　このセンターの特徴は、必要な労働力の確保を目的として企業が自社の出張所を
開設できることだ。例えば、今年、従業員の20％増員を予定しているNomin Holding
社は24名の求人を発表した。
　同センターは2016〜2020年の市の行動計画に従い、サブプログラム「1世帯1雇用」
の枠内で開設された。（MONTSAME 1月31日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

　◇　温浴施設「ほのか」中国で　徐州市のリゾート内（北海道新聞1月13日）

　◇　高橋知事、経済交流で香港と覚書　互いに企業支援（北海道新聞1月16日）

　◇　八戸市長ら上海を訪問　台湾航路の開設要望（東奥日報1月17日）

　◇　工作機械部品のエヌ・エス・エス　中国向け製造体制強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新潟日報1月17日）

　◇　17年の外国人入国者数　米子空港、境港で最多（山陰中央新報1月17日）

　◇　田沢湖と台湾・澄清湖　姉妹湖30周年祝う（秋田魁新報1月19日）
　http://www.sakigake.jp/news/article/20180119AK0005/

　◇　金大とロの8大学・研究機関　金沢でシンポ、連携へ機運高める
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（北陸中日新聞1月19日）

　◇　高橋知事5月訪ロへ　サンクトペテルブルク政財界と関係強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（北海道新聞1月20日）
　https://www.hokkaido-np.co.jp/article/157985

　◇　村山産業高、モンゴルの学校と協定締結へ（山形新聞1月24日）
　http://www.yamagata-np.jp/news/201801/23/kj_2018012300486.php

　◇　台湾向け県産リンゴ直接輸出　八戸港利用へ調査開始（東奥日報1月25日）
　http://www.toonippo.co.jp/news_too/nto2018/20180124032606.asp

　◇　県薬連、台湾団体と今春にも覚書　世界市場開拓後押し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（北日本新聞1月25日）
　http://webun.jp/item/7431961

　◇　中国へ鮮魚輸出新ルート　年間1億円目標（北海道新聞1月28日）
　https://www.hokkaido-np.co.jp/article/159705

　◇　17年酒田税関　13年ぶり輸出超過（山形新聞1月28日）
　http://yamagata-np.jp/news/201801/28/kj_2018012800660.php

　◇　日韓ロ貨客船支援要望　鳥取県、継続前向き（山陰中央新報1月30日）
　http://www.sanin-chuo.co.jp/www/contents/1517277007663/

　◇　北東アジア成長策議論　新潟で国際会議始まる（新潟日報1月31日）

　◇　博多−上海クルーズ定期便へ覚書　福岡市、中国の港湾会社と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（西日本新聞2月1日）
　http://qbiz.jp/article/127211/1/

　◇　平昌パラ車いすカーリング　ロシア、青森で事前合宿（東奥日報2月2日）
　http://www.toonippo.co.jp/news_too/nto2018/20180201032850.asp

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
　◇◇　ERINA賛助会セミナー
　　　「中国におけるシェアバイクの爆発的普及─その背景と日本への示唆─」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を開催します。
　　○日時　2018年3月2日（金）14：00〜16：00
　　○会場　ホテル日航新潟4階「朱鷺」（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/news/131573/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.328(20180209)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書6』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書6
　　『現代朝鮮経済　─挫折と再生への歩み』【三村光弘編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.328(20180209)

　◇◇　英文学術誌『The Northeast Asian Economic Review』編集委員会
　　　　では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.328(20180209)

　◇◇　『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　https://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.328(20180209)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.328(20180209)
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◇ INDEX ◇

□ NEAヘッドライン □
　 ◎ ロシア極東情報
　 ◎ 中国東北情報
　 ◎ モンゴル情報
 　◎ 対岸ビジネス情報

□ エリナ・レター □

□ ERINAインフォメーション □
　 ◎ 3月2日（金）ERINA賛助会セミナー
　   「中国におけるシェアバイクの爆発的普及─その背景と日本への示唆─」
      を開催します。
 　◎ 『ERINA REPORT (PLUS)』NO.140を発行しました。
　 ◎ ERINA北東アジア研究叢書−6『現代朝鮮経済　挫折と再生への歩み』を
      発刊しました。
　 ◎ 英文学術誌『The Northeast Asian Economic Review』編集委員会では
      研究論文を募集しています。
 　◎ 『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。
　 ◎ 賛助会員・購読会員のご案内

--------------------------------------------------------------------------
　平昌冬季五輪で盛り上った毎日でしたが、ちょっと気になるのは五輪施設の今後
と、4年後の北京冬季五輪。スキーが盛んとは言えない国での開催が続きます。
今号では吉林省でスキーブーム、という記事も。冬季五輪が将来のスポーツ振興や
国際交流につながればいいのですが。（編集長）
--------------------------------------------------------------------------

━━━　NEAヘッドライン　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　━━　ロシア極東情報　━━

◇ ウラジオ国際空港でトランジットエリアの営業開始 ◇

 （株）ウラジオストク国際空港（VIA）は国際線・国内線の乗継客に快適なサービ
スを提供するトランジットエリアの営業を開始した。
　空港広報室の発表によると、ウラジオストク空港の乗継レーンはこれまで、国内
線の乗降客のみに開放されていた。今後はウラジオストクで出国する国内線の乗客
も、エアサイドから出ることなく次の便の手続きを受けることができる。トランジ
ットエリアに最初に入ったのは、ソウルと東京に向かうユジノサハリンスク発3210
便の乗客だった。
　アレクサンドル・ボブロフVIA空港業務部長によれば、トランジットエリアの営
業開始に伴い、ウラジオストク空港は、ロシア極東やシベリアの諸都市に向かう東
アジア諸国の乗降客にとって主要な玄関口になることができる。
　これまでの発表では、ウラジオストク空港は2017年に217万9千人の乗降客を取り
扱い、これは2016年の実績を18％上回っている。（インターファクス2月2日）

◇ 2017年のアムール州、ガス事業工事から税収14億ルーブル ◇

　アムール州経済開発省はガス関連部門の投資プロジェクトの実施による税収を総
括した。2017年にアムール州では「シベリアの力」ガスパイプラインとアムールガ
ス加工工場の関連施設の建設が行われた。
　昨年、「シベリアの力」ガスパイプラインの工事は同州に11億3460万ルーブルの
税収入をもたらした。これは2016年の5倍。アムールガス加工工場も2億8470万ルー
ブルの税収をもたらした。（アムール州政府2月5日）

◇ 沿海地方政府「労働許可の満期まで北朝鮮人労働者は強制送還されない」 ◇

　沿海地方法執行業務調整局は、沿海地方で現在就労中の北朝鮮国民は労働許可の
満了まで沿海地方に留まることができる、とインターファクス通信に伝えた。
　「沿海地方に滞在し就労中の北朝鮮国民を強制送還する者は誰もいない」と同局
では話した。また、同局では、新規の北朝鮮人労働移民の沿海地方入国が禁じられ
ていることにも触れた。「2018年の雇用者の申請書を検討した結果、北朝鮮から沿
海地方に9264人の労働者の誘致が合意された。しかし、ロシア労働省によってこの
枠は取り消された」と局の担当者は話した。
　沿海地方政府からの情報によると、沿海地方では現在、約１万人の北朝鮮人労働
者が働いている。彼らは主に農業、建設業に従事している。
　直近の国連安全保障理事会決議に従い、ロシアが北朝鮮人労働者の本国送還を開
始したことを、アレクサンドル・マツェゴル駐北朝鮮ロシア連邦大使が先日ニュー
ヨークで取材陣に話している。大使によれば、ロシアでは全部で約3万7000人の北
朝鮮人労働者が働いている。彼らは個別ではなく集団で滞在し、建設業、林産業、
農業、水産加工場で働いている。彼らの平均月給は約500ドルだという。
（インターファクス2月7日）

◇ アムール州に約700人の北朝鮮人労働者が滞在 ◇

　アムール州は昨年、北朝鮮から700人余りの労働者を誘致した。2018年の北朝鮮
人労働移民の枠はゼロと設定されている。
　アムール州対外経済省対外労働移民調整課のタチアナ・ヤキメンコ課長は7日、
インターファクス通信に対し、現在アムール州内で709人の北朝鮮人が就労してい
ると話した。「彼らの大部分430人は林産業に雇われている。建設業では254人、農
業では25人が雇用されている。これらの北朝鮮人は2017年枠の現行の就労許可を持
っている。2018年の枠はゼロとなっているため、北朝鮮人労働者への新規の許可は
現在発給されていない」とヤキメンコ課長は述べた。
　昨年12月、国連安全保障理事会は10回目の対北朝鮮制裁決議案を全会一致で可決。
ロシアは当時、人道的見地から北朝鮮労働移民の無条件の本国帰還の条項の削除に
成功した。「今は24カ月以内の彼らの本国帰還が問題となっている。同時に、この
要求は受け入れ国家の国民となった北朝鮮人、あるいは国内法及び国際法に則って
帰還が許可されない北朝鮮人を対象としない」とロシア連邦外務省では当時、説明
していた。（インターファクス2月7日）

◇ フィンランドが沿海地方の造船事業に関心を示す ◇

　沿海地方のアレクサンドル・コステンコ第一副知事はフィンランドのミッコ・ハ
ウタラ駐ロ特命全権大使と会談した。沿海地方知事・政府広報室の発表によると、
双方は造船業での沿海地方とフィンランドの協力の強化について話し合った。
　コステンコ第一副知事は、沿海地方政府が沿海地方、特に造船・船舶修理の振興
への投資呼び込みに前向きだと述べた。沿海地方には、造船業集積「ズベズダ」や
「東部造船所」などの大型プロジェクトがあり、これらの企業は受注を確保してい
る。
　「我々はこれらの受注向けの部品の現地生産プログラムを作成中だ。明確な販売
市場の存在があるので、これらのプロジェクトは有望投資家の興味を引く。さらに
我々は、造船の新しい製造プロジェクトに取り組んでおり、漁船建造を組織する可
能性を探っている」と第一副知事は語った。
　「皆さんの造船プロジェクトは興味深い。我が国代表団は既に、造船業集積『ズ
ベズダ』を訪れた。これは現代的で大規模なプロジェクトだ」とミッコ・ハウタラ
大使は述べた。第一副知事との会談には、造船業界のフィンランドの大手企業
（ABB Marine and ports、Craftmer、Champion door、Wartsila Vostok、Zak 
Export Consultingほか）の関係者が同席した。彼らは会合の出席者に自社製品や
沿海地方企業との提携プランについて説明した。（PortNews 2月13日）

◇ 2020年までに沿海地方から海軍施設最後の原子力電池搬出 ◇

　タス通信は極東放射性廃棄物処理センター「ダリラオ」（沿海地方フォキノ閉鎖
都市、政府系「ロスアトム」傘下）の関係者の談話として、沿海地方に残っていた
海軍施設の廃棄放射性同位体熱電気転換器（RTG）を処理するために、沿海地方から
2年以内に搬出すると報じている。これらは僻地の灯台等の電源として使われている。
　「会社の操業開始（2000年）から、157機のRTGが改修され安全な場所に保管され
た。そのうち121機が処理のために沿海地方の外に搬出された。残り36機は2018〜
2019年に搬出される」とこの関係者は述べた。
　ロスアトムはこれまでに、ロシア極東の原子力潜水艦の使用済み核燃料の搬出作
業を終え、この地域から使用済み核燃料を完全に撤去したと発表していた。また、
ダリラオでは直近の過去15年間に1万2000立方メートル余りの液体放射性廃棄物が
工業用水レベルの水質に処理された。（KORABEL.RU 2月13日）

　━━　中国東北情報　━━

◇ 陸昊省長、日本パナソニックグループ一行と会談 ◇

　2月1日午後、陸昊・黒龍江省長がハルビンで日本のパナソニックグループ役員、
中国・北東アジア地区総代表、パナソニック電器（中国）有限公司の横尾定顕董事
長一行と会談した。
　陸省長は、2016年4月にパナソニックグループが招致に応じて省と協力したチチ
ハル・コールドチェーン物流プロジェクト第一段階の順調な遂行に感謝した。さら
に、中国の主要な社会矛盾が変化してきた中で、黒龍江の発展優位性を注視し、国
内総需要に将来性があって長年にわたって蓄積してきた農業・林業・生態などの資
源優位性を把握し、人民の良好な生活に必要な製品とサービスに転化する市場に向
かう必要がある。パナソニックグループがこれを機に黒龍江において有利な諸分野
に注目し、協力のチャンスを探ることを望んでいる。また、われわれは電子貿易プ
ラットフォームを積極的に推し進め、短期間で生産地域と市場の中心にいる消費者
との距離を近づけようと取り組んでいる。コールドチェーン物流が良質な農産物の
生産・貯蔵輸送・販売に重要な役割を果たすため、パナソニックグループが黒龍江
省でコールドチェーン物流産業を発展させ続け、黒龍江の現代農業の発展に寄与す
ることを歓迎すると述べた。
　横尾董事長は、パナソニックグループはコールドチェーン物流、藁の総合利用、
点滴灌漑技術の応用などの面で双方の協力を強化し、ウィンウィン関係の実現を願
っていると述べた。（黒龍江日報2月2日）

◇ スキーブームの下で観光業がグレードアップ ◇

　今年の元旦連休で、吉林の人々のウィーチャットモーメンツ（朋友圏）に最も多
く投稿されたのがスキーだった。スキーは市民生活の新たなトレンドになりつつあ
る。スキーブームの誕生は、人々の幸福な生活の一面を反映すると同時に、吉林省
観光業のグレードアップと発展を説明している。
　2017年に発表された『中国スキー青書』によれば、現在中国内のスキー人口は年
間20％以上増えている。スキーは観光と一体になったスポーツで、消費を牽引する
要因となっている。また、スキーはスキー場、道具、信頼できる常駐救護体制が必
要とされ、より良い体験と行き届いたサービスはより高い消費につながる。そのほ
か、よいスキー場の多くは簡単に行けない郊外や山奥にあるため、食事や宿泊の消
費は避けられない。消費者の多くは高額消費をためらわず、スキーのような贅沢な
スポーツに時間と精力を注ごうとしている。これは人々の消費レベルが向上したこ
とを示している。（吉林日報2月6日）

◇ 戦略的チャンスをつかみ中ロ地方協力の新ステップへ ◇

　2月6日から7日、「中ロ地方協力交流年」の開幕式がハルビン市で行われ、黒龍
江日報、東北ネット、ロシア報が共同で、中ロ友好・平和発展委員会地方協力理事
会の中国側主席で中国共産党黒龍江省委員会書記・人民代表大会常務委員会主任の
張慶偉氏に取材した。
　記者らは（1）2018年から2019年にかけて行われる中ロ地方交流年の意義、（2）
中ロ地方協力の潜在力と中国側が最も重視する分野、（3）中国人投資者の重視す
る投資分野について質問した。
　張慶偉書記は（1）について、経済貿易分野の協力によるウィンウィンの発展や
人文分野における友好を促進して相互の信頼を打ち立てることが重要であり、資源
の付加価値加工・航空宇宙・先進設備製造・ハイテク産業などの新たな分野に重点
を移していく必要もあるとした。（2）については、「一帯一路」のチャンスをつ
かみ、「中モロ経済回廊」建設を推進し、「1つの窓口、4つの区（黒龍江中ロ自由
貿易区・国境地域重点開発開放試験区・越境経済協力モデル区・ユーラシア物流中
枢区）」を創造して、対ロ協力からヨーロッパの内陸部への延伸や全方位協力への
転換を実施し、さらなる高みを目指すとしている。（3）については、エネルギー・
石油化学・電力・農業・林業・鉱物資源・建築・道路・港湾・商業貿易物流などの
分野と答えた。（黒龍江日報2月6日）

◇ 国際道路鉄道一貫輸送センターのプロジェクトが始動 ◇

　「一帯一路」の建設を推進し、黒龍江省の「1つの窓口創設、4つの区の建設」と
いう発展方向を実現するため、2月8日、中国鉄道ハルビン局集団有限公司と黒龍江
龍運集団が協力して「国際陸上越境・道路鉄道一貫輸送センター」プロジェクトを
正式に稼働させた。ハルビンの新香坊コンテナターミナルを集荷輸送の中心とし、
綏芬河駅と満洲里駅を中間物流拠点として、個別の貨物を集めて配送し、双方の駅・
輸送力・サービス資源を統合し、ドアツードアの越境物流、シームレス輸送サービ
スシステムを構築する。
　毎日定時にハルビン−綏芬河、ハルビン−満洲里の往復列車を運行し、不定期に
ハルビンから満洲里経由でロシアのザバイカリスク、ノボシビリスク、エカテリン
ブルグまでの電子商品貨物列車を運行する。中国鉄道ハルビン局集団有限公司は鉄
道輸送の支援を行い、龍運集団はドアツードア配送を実施し、運営組織にも責任を
もつ。今年1年の貨物発送量は50万トン、越境輸送の注文は480万件に達する見込み
だ。
　輸出貨物だけでなく、輸入貨物も一貫輸送に載せることができる。一貫輸送セン
ターを基地とし、国外からの輸入貨物をハルビンまで一括輸送し、税関手続を終え
た後、市区および周辺の貨物であれば龍運集団の車両により配送される。その他の
省市への貨物は道路・鉄道連携輸送によって配送される。（黒龍江日報2月9日）

◇ 省東部地域のロシア商品集散センター（鶴崗）オープン ◇

　2月10日、鶴崗市工農区で黒龍江省東部地域ロシア商品集散センターとロシア生
活体験広場が正式に営業開始した。
　近年、鶴崗市はロシアのハバロフスク市とユダヤ自治州ビロビジャン市との経済・
貿易協力を全面的に推進している。ロシア商品集散センターと生活体験広場の完成
により、鶴崗市ひいては省東部の住民がその場で適正価格のロシアの食を味わい、
ロシアやユダヤの生活風俗を体験することができるようなった。
　商品集散センターと生活体験広場プロジェクトは、ロシアのマキシム社が投資し
て建設したもので、ロシア商品総合スーパー、ロシア油絵芸術区、ロシア特色文化
推進普及区、ロシア芸術品区、ユダヤ文化体験区、ロシア料理リゾート区、淘宝
（タオパオ）区 、芸能広場の8ゾーンに分かれており、ロシアから直輸入した40品
目3000種類余りの製品で構成されている。（黒龍江日報2月11日）

◇ ハルビン鉄道が道路・鉄道・海運連携輸送構築　輸送時間を短縮 ◇

　11日早朝、デンプン製品を積んだ39両のX2402コンテナ列車が綏化駅を出発し、
22時間後に営口港（ハツ魚圏北港）に 到着した。同地から山東省、上海市、浙江
省へ運ばれる。輸送時間はこれまでの4日から1日に短縮した。これは中国鉄道ハル
ビン局集団有限公司が打ち出した「複合連携輸送コンテナ」班列という貨物輸送の
新方式だ。
　黒龍江省のトウモロコシ・米・ジャガイモは南方の多くの都市に輸送・販売され
るとともに、単純な原料販売から加工製品に移行している。今年初め、中国鉄道ハ
ルビン局集団有限公司と海運・自動車輸送会社が協力して、「複合連携輸送コンテ
ナ高級品専用線」という貨物輸送の新方式を打ち出し、鉄道・道路・海運・港湾が
共同する輸送方式を取り入れた。目的地まで直通させることで輸送効率を向上させ
る。コンテナ班列は毎日固定の列車番号・編制・時間・ルート・コンテナという専
用列車モデルで運行される。
　「複合連携輸送コンテナ」班列は20と40フィートコンテナを使用し、トウモロコ
シ・大豆・米などの穀物とデンプン・飼料・シロップなどの加工製品をハツ魚圏港
に輸送。そこから山東省、江蘇省、上海市、浙江省、湖南省、湖北省、重慶市など
沿海・沿江の省市に運ばれ、自動車による付帯輸送とネットでの追跡が可能となっ
ている。（黒龍江日報2月12日）

　━━　モンゴル情報　━━

◇ モンゴルが国産のコーヒー製品を製造 ◇

　近年、モンゴル人はコーヒーをよく飲むようになり、朝食に一杯のコーヒーを飲
まない朝を想像できない人が既に大勢いる。
　国民の需要を満たすため、国は、金額にして年間300万〜400万ドルの紅茶とコー
ヒーを輸入している。今では我が国のコーヒー好きは国内企業が製造したコーヒー
を飲むことができる。モンゴル企業ソドン・フーズ社は、微糖のインスタントコー
ヒーの生産を始めた。原料は国外から輸入している。
　「我々は原産地証明書を取得して、既に内モンゴルと、モンゴルの自由貿易区経
由で中国に、自社のコーヒーを輸出している。最初の顧客たちは既に、当社の製品
の味と品質に満足している。彼らは購入に大いに前向きだ」とソドン・フーズのガ
ンバヤル社長は語った。（MONTSAME 2月5日）

◇ 2019年4月からUBで粗炭の燃焼が禁止に ◇

　モンゴル政府は大気汚染対策の推進を続けている。これを受けて2019年4月から
ウランバートル市内では粗炭の燃焼の禁止が導入される。モンゴルのフレルスフ首
相が6日、環境・観光省及びウランバートル市役所の幹部との会談で、これについ
て伝えた。
　近年、ウランバートル市内の大気汚染は首都住民にとって深刻な問題となった。
農村部からの移住を主な理由とするウランバートル市の人口増加は、首都における
汚染物質の排出の大幅な拡大につながった。増加人口の大部分はウランバートルの
ゲル地区に集中し、そこには低所得者層が暮らしており、家庭の暖房用に石炭と木
材が燃やされている。（MONTSAME 2月8日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━　

◇ 国連世界観光会議in山形開幕　30カ国300人、4日まで（山形新聞2月2日）
　 http://yamagata-np.jp/news/201802/02/kj_2018020200033.php

◇ 酒田から啓翁桜や舞娘　サンクトペテルブルク訪問6日出発（山形新聞2月2日）

◇ 韓国の会社、釜山−対馬航路に参入　利用者増え4社体制に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（西日本新聞2月3日）
   http://qbiz.jp/article/127393/1/

◇ 米子空港、ソウル便5往復継続へ　韓国客の利用堅調（山陰中央新報2月6日）

◇ 吉村知事、東北観光会議を提唱　ブランド力強化へ連携（山形新聞2月7日）
   http://yamagata-np.jp/news/201802/07/kj_2018020700148.php

◇ ロシアの郵便局に道産食品　全土4万2000店に2年で拡大へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（北海道新聞2月9日）
   https://www.hokkaido-np.co.jp/article/162948

◇ 南魚沼市観光協、平昌と交流30年余　五輪成功へエール（新潟日報2月9日）

◇ 県産品輸出新ルート模索　青森−ソウル線活用（東奥日報2月14日）
   http://www.toonippo.co.jp/news_too/nto2018/20180214033187.asp

◇ 新潟空港ハルビン線、来月増便　1年ぶり週3往復に（新潟日報2月14日）

◇ 酒田港17年コンテナ量過去最高　4年連続更新（山形新聞2月15日）
   http://yamagata-np.jp/news/201802/15/kj_2018021500339.php

◇ 知事会見「世界見据え施策展開」　企業の海外進出後押し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （北海道新聞2月16日）

◇ 日本海横断航路、白紙に　検討委「貨物量の確保困難」（新潟日報2月17日）
   http://www.niigata-nippo.co.jp/news/politics/20180217375292.html

━━━　エリナレター　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

◇ 中島朋義
   『冬の草原　非日常の趣』（新潟日報2月19日）

   エリナ・レターは⇒　https://www.erina.or.jp/columns-letter/

━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

◇　ERINA賛助会セミナー
   「中国におけるシェアバイクの爆発的普及─その背景と日本への示唆─」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を開催します。
   ○日時　2018年3月2日（金）14：00〜16：00
   ○会場　ホテル日航新潟4階「朱鷺」（新潟市中央区）
   詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/news/131573/

◇ 『ERINA REPORT (PLUS)』NO.140を発行しました。
   詳しくは⇒https://www.erina.or.jp/publications/er/er-2018/

◇ ERINA北東アジア研究叢書−6
   『現代朝鮮経済　挫折と再生への歩み』【三村光弘編著、日本評論社】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を発刊しました。
   詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/publications/series/

◇ 英文学術誌『The Northeast Asian Economic Review』編集委員会では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　投稿論文を募集しています。　
   詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/publications/naer/

◇ 『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。　
　 投稿規程は⇒　https://www.erina.or.jp/publications/er/

◇ 賛助会員・購読会員のご案内　

   ＜賛助会員制度＞
   賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
   ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　 いただくための制度です。

　 ＜購読会員＞
　 購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
   です。
　　
　 詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/member/
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  ご意見・お便りをお寄せください。　　e-mail：info-m@erina.or.jp
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

◇ ERINAのメールマガジン◆北東アジアウォッチは
   配信システム　 『まぐまぐ』http://www.mag2.com/ で配信しています。

◇ バックナンバー　
   http://archive.mag2.com/0000143721/index.html

◇ 登録・解除　
   https://www.erina.or.jp/publications/mailmag/

◇ ERINA ホームページ    https://www.erina.or.jp/　

◇ ご意見・お問合せ　　　e-mail：info-m@erina.or.jp
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